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■APALA 訪日イベントへのご参加・拡散を

お願いします！ 

2019 年 10 月 25 日(金)・26 日(土)、法政大

学フェアレイバー研究所・APALA 訪日実行委員会と

共催で、APALA(Asian Pacific American Labor 

Alliance,AFL-CIO、アジア太平洋系アメリカ人労働

者連合)のメンバーを迎えてアメリカの労働運動を学

び、交流できるイベントを行います！ 

APALAは、1992年に結成されたアジア系太平洋

諸島系の移民やアメリカ人労働者で構成されるアメリ

カの全国組織です。10 月 25 日 18:00～は「公教

育と労働運動」をテーマに、10 月 26 日 14:00～は

「労働組合・労働運動の活性化」をテーマに、アメリカ

の労働運動を紹介してもらいながら意見交換をするイ

ベントにしたいと思っています。皆さまのご参加はもちろ

ん、労働運動に携わっている方に広く参加いただきたい

と思いますので、ぜひお知り合いの方に拡散ください！ 
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■労政審でハラスメント防止に関する指針の

議論が始まりました！ 

今年の通常国会では、パワハラの措置義務等を定

めた労働施策総合推進法の改正を中心に、ハラスメ

ント防止に関する法改正がなされました。 

もっとも、その具体的な内容の多くは指針に委ねら

れています。2019年 9月 18日、労政審雇用環境・

均等分科会で、当該指針の議論が開始されました。 

論点は多岐にわたり、パワハラに関しては、パワハラ

の定義（①優越的な関係を背景とした言動であっ

て、②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り、 ③労働者の就業環境が害されるもの）の解釈

や、パワハラに「あたる例」「あたらない例」、措置義務の

内容等について示されることになり、附帯決議で対応

が求められている、いわゆる第三者ハラスメントや、性

的指向・性自認に関するハラスメント（いわゆるSOGI

ハラ）・アウティングへの対策についても議論されること

になります。 

使用者側からは、できるだけ抽象的な定めにしたり、

規制の範囲を狭めようという意図の発言がなされてい

ますが、実効的な指針にするための後押しが必要で

す。労働弁護団としては現在意見書を作成しており、

定義を狭く解釈すべきでないこと、実効的な「あたる

例」を例示すべき一方で「あたらない例」を例示すべき

でないこと、セクハラも含め実効的な措置義務を定める

べきこと、第三者ハラスメントや SOGI ハラ等への対策

などについて意見を述べる予定です。 

早ければあと１回の議論で指針の内容が強引にま

とめられてしまう可能性もあります。引き続きご注目くだ

さい。 
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